
○沖様式第152-3-3号（H29.4改正）

地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進コース）動産等販売、賃貸証明書

下記事業所の設置・整備に係る動産等を販売又は賃貸したことを証明します。
なお、｛当該物品を確定するための資料、契約書の写し｝を添付します。

沖縄労働局長 殿

証明年月日 平成 年 月 日

(フリガナ)
氏 名 印

１ 証明者
（証明者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、法人の名称、代表者の氏名を記して下さい。氏名については記名押印又は自筆による署名で記入して下さい。 ）

販売又は
賃貸を行 住 所（〶 ) （℡ ）
った者

所属（部課）
証明書作成担当者

氏 名

(フリガナ)
２ 設置・整備 氏 名
事業主

（証明者が法人の場合は、主たる事務所の所在地、法人の名称、代表者の氏名を記して下さい。氏名については記名押印又は自筆による署名で記入して下さい。 ）
施工、販売
又は賃貸の 住 所（〶 ) （℡ ）
相手方

物品の名称（製品番号） 販売価格（うち消費税額）単位：円

３ 販売に係る
証明

(納品年月日：平成 年 月 日) 円

合計額（うち消費税額） 円 （ 円）

４ 賃貸に係る 賃借物の名称
証明

賃貸契約期間（賃貸の場合） 平成 年 月 日 から
平成 年 月 日 まで

年額又は月額の12倍（賃貸の場合） 円（うち受領済額 円）

５ 搬入先 住 所（〶 ) （℡ ）

名 称

〔支給申請等を行う事業主の方へ〕
・この証明書は、販売店ごと又は１契約ごとに、１枚ずつ提出して下さい。
・｛当該物品を確定するための資料、賃貸契約書の写し｝のうち、該当しない部分を横線で消して下さい。


